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現在，われわれが当面している主要な問題の 1

つは公害にともなう社会紛争である.この解決に

は，多くの問題が連続的に，多面的に，そして複

雑にからみあっているので，問題探求型のアプロ

ーチと問題適用型のアブローチを併用してゆかな

ければならない.

しかし，私の知るかぎりでは，現在までこれら

の問題に対し有効な手段として機能してきたもの

は，法律の制定によるアプローチである.また問

題をさらに複雑にしている 1 つの要因も，法律に

よる規定である.そして，住民の反対運動の l つ

の根拠として機能しているのもまた，法律の規定

によるものである.

紛争や反対運動全般を通じて，統一的・共通的

に見られるものは，古来政治学・社会学等の分野

で論じられた個と全体，部分と全体の関係，それ

らのあり方の問題である.多くの場合にそれは個

と全体の対立の問題である.この二律背反的要請

を調和する方法は，その時代の思潮，社会形態，

政治形態，経済形態等により規定されてきたと考

えてよかろう.

現在の時点でも，この調和点を見いだす方法

は，社会的・経済的枠組の中で行なわれなければ

ならないことはいうまでもない.

1. 紛争解決の 1 つの方向

さて，ここで，この問題に対して考えてみたい

のは，基本的・従属的計画策定案の枠組の中に子
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想される社会紛争を前もって分析し，組み込むこ

とである.この場合， とくに公共事業に焦点をあ

てる必要があろう.

大規模な事業の場合，長期間を要するのが通常

であり，その事業の計画策定には，その当事者内

部で，基本的指針，基本的計画策定，従属的計画

などカ礼、ろいろ設定される.また，その当事者外

部の関連団体や会社等においても，大規模な事業

を定成し，支援するための事業が計画される.

ここで，官庁と公共団体の基木的計画策定案，

従属的計画案をAであらわし，部外の団体や会社

の計画案全体をB としよう.通常，部外の団体や

会社の計画案は，官庁や公共団体の初度投資を推

定し，事業計画の策定を行なうか，または運用・

維持計両を基本にして策定を行なう.

従来，官庁・公共団体は， A案にもとづき，ラ

イフサイグル・コストを研究開発費，初度費，運

用維持費の項目にわけて推定してきた.他方，各

種団体や会社のB案の場合も同様な分類で費用の

推定を行なうものと推察する.

ここで，提案したいことの第 1 は，これらの研

究開発費，初度費，運用維持費の項目別に，いわ

ば内部指向費用と外部指向費用に分類することで

ある.内部指向費用とは，官庁および公共団体の

組織内で発生する所要の費用，たとえば人件費等

の所要経費であり，外部指向費用とは，部外に支

出される経費である.

このように提案するのは，そうすることによっ
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て官庁や公共団体の部外に支出される投資が多額

であればあるほど，多分野にわたる受注側への投

資効果ないし波及効果が，どの程度であるかを推

定するための信頼で、きるデータと情報を提供し，

もろもろの施策に対して意味のある分析結果を明

らかにすることができるからである.ところで，

Aの計画策定案の経費が推定されたとしても，そ

の実施にあたって住民の反対運動が活発になり，

これを解消することが困難な場合は， ，1t-i函i策定そ

のものが基本からくつがえされる.

そこで，提案したい第 2 点は，基本計画案に，

予想される社会紛争に関係する研究，調査，交渉

期間，裁判期聞を，計画実施以前の期間にさかの

ぼって組み入れることである.ここで発生するイ

ベン九時間，ゴストなどの関係は， PERT系

の手法やデルファイ法等の技法を使用し，いくつ

かの案について検討評価することができる.しか

しこの場合，住民との交渉と及判過程こそ決定的

に司主要である.

2. 政策分析適用のすすめ

前に述べたように，この問題については，関連

法規に照らし，住民の怠思を尊重して解決をはか

つてきたが，法規は一般に画」的であり，硬直的

である.紛争の発生や社会の進展に柔軟に対応

し，あるいは紛争と時代をさき取りして政策を立

てることには本来向いていない.そのJ2，システ

ム分析や政策分析の技法と考え方を駆使すれば，

個と全体の一連の関連の中で，調和点にいくらか

でも早く接近することができるはずである.

このような考え方が，ひいては計画の実施を円

滑にする機能をもつものと考えられる.

反対運動当事者との交渉と裁判の期間が長びけ

ば長びくほど，諸計画策定の実施の遅れは，それ

に比例し，全体像としてとらえたA と B の経費は

莫大なものになる.いわば，マイナスの経費が天

文学的数字で増大し，国家的・社会的損失はそれ

だけふくらむのである.
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金銭で解決される紛争を対象とした場合，従来

は当事者間で少額のくいちがし、が紛争合長びかせ

ている場合が忠;外に多い.つまり公害を与えた側

とこれを受けた側の損害請求額と支払い杏.定額の

差が小さいうちに与えた側が妥協すれば，紛争の

拡大と長期化，ひいては諸経費・労力その他の肥

大化も小規模にとどまるはずである.

しかし現実にはそうでない場合が多いため，紛

争の期間が長びき，諸計両案 n休の存亡が問わ

れ，マイナスの経費が増大するのである.そこ

で，多少の金額の差で対立するより，若干でも譲

歩し，早期解決をはかるほうが， トータル・ゴス

ト的には，平均して何十倍にも節約できるだろう

ことを指摘したい.つまり政策分析の導入が提案

の第 3 である.

交捗や裁判の過程ではシステム分析や政策分析

の技法と考え方を駆使した研究成果が，相手側に

対する有力な説得材料になるであろうし，補償金

ないし，補助金を提示するについても，納得が得

られやすい材料を提供できるはずである.

法作の解釈と適用 -}.'t，張りでなく，システム分

析や政策分析の技法と考え方を適用し，利用し得

る分野は逐次駄がっていると思うが，いかがであ

ろうか.
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〔和文論文〕

つぎの論文が採択と決定しております.

千住鎮雄・福原猛・慮淵源:輸送システムにおけ

る走行距離に関する研究(第 1 報)

なお，和文論文は，現在訂正依頼中のもの 7 編，

審査中のもの 8 編となっております.

〔英文論文〕

採択済 3 編，審査中 18編，訂正依頼中 12編で，第

20巻第 2 号( 6 月発行予定)にラ ~6 編掲載の予定で

す.
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